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研究者の育成・能力向上のため、
ひいては日本の科学研究の
質を高めるために
今、整えるべき研究環境

MIYAMAN’S column

ここが不思議だ、
我が国のバイオ・ベンチャー市場（10）

※この会報誌のインタビューおよびコラムの内容は、LINK-Jによる見解ではありません
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宮田 満 氏
東京大学理学系大学院植物学修士課程修了後、1979年に
日本経済新聞社入社。日経メディカル編集部を経て、日経バ
イオテク創刊に携わる。1985年に日経バイオテク編集長に
就任し、2015年に株式会社宮田総研を設立、新Mmの憂
鬱などメディア活動を開始。2017年、株式会社ヘルスケアイ
ノベーションを設立、2020年6月よりバイオ・先端医療関
連のベンチャー企業に投資を開始した。厚生労働省厚生科
学審議会、文部科学省科学技術・学術審議会、生物系特定
産業技術研究支援センターなど、様々な公的活動に従事。

　今年3社目のバイオ・ベンチャーの東京証券取引所グロー
ス市場への上場が2024年6月14日に成し遂げられた。武田
薬品からスピンアウトしたChordia Therapeuticsである。
公開価格は153円だったが初値は255円まで上昇した。
その後257円をピークに株価が下落、終値は192円だった。
7月2日は私のベンチャー・キャピタルの1号ファンドで投資
したPrism BioLabが上場を予定しており、同月もう一社の
バイオ・ベンチャーが上場すべく、準備を進めている。過去最
多のバイオ企業の上場数は2011年と2013年の5社である
から、今年はわずか半年でその数字に達することになる。株
価の大暴落など不足の事態が起こらなければ、2024年は過
去最多のバイオ企業が上場するバイオ・ベンチャー上場ブー
ムとなるだろう。
　実はChordia社は昨年9月15日に上場予定だったが、
投資家の理解を得られず売り出し価格が見込みより低く設定
せざるを得なかったために、上場中止を発表していた。同社
は同年8月10日、東証から上場承認を得ていたが、この結果
を受けて、東証は上場承認を取り下げたのだ。Chordiaは
その後、10か月を経て再上場を果たした。その間、CMOの
人事や開発中のフラッグシップ・パイプラインであるCLK阻
害剤の学会発表などがあったが、企業価値が著しく増大する

イベントはなかったように見える。同社がIPOに成功した原
因は、株式市場の活況とバイオ・ベンチャー上場ブームに
あるとしか思えない。実際、日経平均は2023年8月から今
月までに6500円以上も増加、一方グロース250指数は
100以上低下したが、バイオ・ベンチャーの上場数は勢い
を見せた。
　状況が好転することを受けてChordiaの決算期を跨がず、
上場をもっと早くできたのではないかと考える。遅れた原因
は東証が一度上場承認を取り下げたら、再び上場審査を行う
という硬直的な運用をしているためだ。米国NASDAQのよ
うに上場届け出後、1年間は状況を測って最も資金調達可能
なタイミングを選択できるように柔軟な運用をすべきではな
いだろうか？
　日米の株式市場は沸騰しているが、米国大統領選挙には
暴落のリスクも噂されている。激動する上場環境にバイオ・
ベンチャーが対応するために、規制緩和が必要なのである。

ここが不思議だ、我が国のバイオベンチャー市場（10）
世界は激動しているのに、硬直的な東証の上場日設定

LINK-Jの主な活動と日本橋ライフサイエンス拠点の集積 （2024.3-2024.5）

毎週金曜 　イベント　 「Out of Box 相談室：LINK-J主催 研究成果実用化育成支援プログラム」開催
2024.03.01、03.12 　イベント　 「UNIKORN」応募相談会
2024.03.07 　イベント　 「創薬開発ワークショップ＠日本橋 Vol.2」主催
2024.03.08 　イベント　 「第17回 デジタルヘルスセミナー」主催
2024.03.11 　イベント　 「北海道・札幌Life Science INDEX vol.4経営人材候補との出会いをサポート！」主催
2024.03.13 　イベント　 「弁護士深津のライフサイエンス起業塾　第６回」主催
2024.03.14 　イベント　 「第10回VC BARバイオベンチャー冬の時代を乗り越える～出口戦略を考える～」主催
2024.03.15 　イベント　 「女性研究者のキャリアパスを知ろう！」主催
2024.03.17  　イベント　 「研究者、営業・管理者のためのLifescience Startup career fair 2024」主催
2024.03.19 　イベント　 「LINK-J WASEDA NIGHT ワークショップ『食×健康×サスティナビリティ』」主催
2024.03.22  　イベント　 「『革新的がん治療に繋がる研究シーズ・技術シーズ　ピッチコンテスト』」主催
2024.03.25 　イベント　 「順天堂大学AIインキュベーションファーム　JASTARプロジェクト第1期 DEMO DAY」共催
2024.03.26 　イベント　 「LINK-Jイノベーター発掘プログラム成果発表会」主催
2024.03.27 　イベント　 「名古屋大学発、東海地区発 メディカル・ヘルスケア スタートアップショーケース」主催
2024.03.28 　イベント　 「弁護士深津のライフサイエンス起業塾　個別メンタリング」主催
2024.03.29 ニュース   LINK-J特別会員に新たなサービス：三井不動産が全国で展開する多拠点型サテライトオフィス「ワークスタイリング」を「LINK-J会員向け特別優待料金」にてご利用いただけます
2024.04.11  　イベント　 「第16回LINK-J Member's Meetup 創薬・再生医療」主催
2024.04.12 　イベント　 「Miyaman's Venture Talk vol.8『宮田 満 氏と福島 弘明 氏で再生ベンチャーの事業拡大と上場を縦横無尽に語る。』」主催
2024.04.13 　イベント　 「若手医療者・医療系学生向けキャリア開発セミナー Vol.2」共催
2024.04.22 　イベント　 「つくばに集まる製薬企業とスタートアップが創り出すオープンイノベーション」主催
2024.04.25 　イベント　 「LINK-J & UCサンディエゴシリーズ第14回 with大阪大学国際医工情報センター培養組織に対する物理刺激による機能化　Session 5」主催
2024.04.25 　イベント　 「第3回北欧ヘルスサミットジャパン2024」共催
2024.04.26  　イベント　 「塩崎政務官と語る６０分！政策キーパーソンと語ろう特別編」主催
2024.05.08 ニュース  「UNIKORN」選考結果発表
2024.05.13 　イベント　 「LINK-J & オーストラリア大使館主催 ライフサイエンスセミナー」主催
2024.05.14 　イベント　 「LINK-J Conference - R＆D×Investment -」主催
2024.05.15 　イベント　 「第11回VC BAR創薬ベンチャーエコシステム強化事業を盛り上げよう～AMED認定VCとの情報交換の場～」主催
2024.05.22  　イベント　 「「UNIKORN」キックオフ～英国進出への道しるべ～」主催
2024.05.23  　イベント　 「『留学のすゝ め～UJA×LINK-J～』可能性が広がる海外留学の魅力とは！経験者が語る実際と帰国後のキャリア」主催
2024.05.24 　イベント　 「第10回次世代モダリティセミナー～微生物創薬の現状と将来～」主催
2024.05.28 　イベント　 「中之島Qross×殿町キングスカイフロント連携セミナー～東西の再生医療拠点が描く未来～」主催
2024.05.29 　イベント　 「『デジタル技術による医療変革の最前線』 第6回LINK-J・UCサンディエゴ ライフサイエンスシンポジウム」主催
2024.05.30  プレスリリース  「三井リンクラボ【オープンイノベーション支援プログラム】研究開発型スタートアップに対するバックオフィス支援を拡充」
2024.05.31  プレスリリース  「三井不動産が慶應義塾大学信濃町リサーチ&インキュベーションセンター『CRIK信濃町』の施設管理運営業務を受託」
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Key Person Interview

研究者の育成・能力向上のため、
ひいては日本の科学研究の質を高めるために
今、整えるべき研究環境
今回のインタビューは、米国でPI（Principal Investigator：主任研究者）として独立され、現在は日本にも研究
室を持ち、日米のアカデミックシステムの違いをよく知るお二人をお招きしました。お一方は、東京大学発バイオベ
ンチャー「ペプチドリーム」と「ミラバイオロジクス」の創業者で、現在、総合科学技術・イノベーション会議(CSTI)
の議員として大学改革の司令塔を務める東京大学教授・菅裕明博士。もうお一方は31歳という若さで大学教授
に就任し、「ミニ肝臓」の作成者である武部貴則博士。日本の科学研究活動の国際的地位の低下が懸念される中、
競争力を高めるために必要な次世代研究者の育成と、整えるべき研究環境についてお話を伺いました。

研究に対峙できるよう、 
若手研究者の経済基盤の確立を 

武部　菅先生、ご無沙汰しております。久しぶりに対面でお会いでき、
少々緊張しています（笑）。

菅　対面でお会いするのは科学技術振興機構の支援プログラム「さき
がけ」以来だから、もう10年以上経ちますね。

武部　菅先生にメンターしていただいた「さきがけ」は、僕のキャリアに
とって大きなターニングポイントの一つでした。あれ以来、研究者であり
ながら起業も手掛ける先生の活躍ぶりを拝見していましたので、今日
お話できるのを楽しみにしてきました。

――本日は「研究者の育成・能力向上のため、ひいては日本の科学
研究の質を高めるため、今、整えるべき研究環境」というテーマでお話
を伺いたいのですが、まずお二方がそれぞれどのようなキャリアパス
を辿ってきたのか、教えていただけますか。

日本のために仕事をしよう」という気持ちになっていました（笑）。

――武部先生は最初に米国でPIとして独立され、その後日本で大学
教授になったわけですね。研究者として独立する時期としては、かなり
早かったのではないですか。

武部　僕の場合、「自分のアイデアを試したい」という気持ちが強く、
早く独立したいと思っていました。既存のヒエラルキーの中では自分の
挑戦ができないと言いますか、予算と場所と人材が講座からサポート
されている以上、当然のことながら挑戦はその講座の成果に帰属して
しまうわけです。だから、独立――つまりそれまでとは違う場所で、違う
予算を使って研究――したかったのです。「さきがけ」の研究者に選ば
れたことをきっかけに、独立の道が早く開けました。

――日米で、次世代研究者育成のスタイルの違いはありますか。

菅　まず大きく異なるのが博士課程の大学院生の扱いです。日本では
大学院生は学生という位置付けで、経済援助を親か奨学金に頼らざる
を得ませんが、米国の大学院生は仕事の対価として給与が支払われ
ます。主に大学院１年生は学部学生の実験準備や指導監督、採点など
授業の手伝いをすることでTA（Teaching Assistant）の給与が大学
から支払われます。また２年生以上になると、研究室の研究を遂行する
ことでRA（Research Assistant）の給与が研究費から支払われます。
TA、RAは大学や都市環境によって差はあるものの、額にして年間約
２万〜４万ドル程度。アルバイトせずに生活できる程度の額が支給され
るため、研究にしっかり時間を費やせる恵まれた環境と言えます。私が
今主宰している東大の研究室ではこの米国式を取り入れ、博士には
給与を、修士にもアルバイトをしなくて済む程度の謝金を研究費の中
から支払っています。国が進めている大学改革でも博士過程の学生に
対する経済支援については検討を進めており、将来的には大学ファンド
を原資にした支援が行われることになるでしょう。
武部先生はシンシナティの研究室に12人を擁しているとのお話でした
が、その規模になると人件費も大変ではないですか？

武部　はい、少しダウンサイズしたいくらいです（笑）。ただ米国は研究
費の規模が大きいですね。初めて自分の研究室を持ったときは、5年で
1.5億ドルという余裕あるスタートアップパッケージを財団から獲得でき
ましたし、現在もNIH（国立衛生研究所）から２件と、企業系、財団系
からそれぞれ研究費を獲得し、ラボ運営をしています。

菅　日本のように大学から配分される研究費が一切ない米国では、PI
が自らNIHやNSF（国立科学財団）などの連邦機関、企業、財団法人な
どから研究費を獲得し、その中で実験費用や自らの給与、研究室メン
バーの給与を賄っていかなければなりませんからね。審査も非常に厳正
です。でもこの仕組みこそが米国の研究レベルをボトムアップさせてい
ると私はみています。外部からの競争的科学研究費を獲得できなけれ
ば研究室の存続に関わるため、PIは真剣に研究計画書を作成せざるを
得ませんから。

若手育成に寄与し、研究を加速させる 
米国のメンタリングシステム

――若手研究者を育成する意識にも違いがあるのでしょうか。

武部　米国には自分より階層が上の人からメンタリングを受けられる
システムがあり、これが研究者のステップアップをスムーズに導いてい
ます。例えば大学院の学生ならファカルティから、ファカルティならディレ

武部　僕は元々、肝臓疾患の新しい治療法を生み出したいという思い
があり、横浜市立大学医学部の２年生のとき再生医療をテーマに掲げ
る研究室へ入りました。最初は下積みとして軟骨の再生を５年間研究
し、ようやく“花形”と呼ばれる肝臓の研究をやらせてもらうことになった
のは、卒業してから。その2年後にiPS細胞から立体構造の「ミニ肝臓」
を作成する研究成果を発表し、注目を集めるようになりました。それが
2013年のことです。その後、「さきがけ」の後押しがあってスタンフォード
大学に小さなチームを作ることができ、そこでの１年間の助走を経て、
28歳頃シンシナティ小児病院の研究所でPIとして独立しました。シン
シナティ小児病院は研究者だけで2万人を擁する、小児病院としては
世界最大規模の病院です。その後日本の大学からもオファーがあり、
現在はシンシナティで12人からなる研究チームを率いながら、東京医科
歯科大学と大阪大学でもiPS細胞の研究を行い、そのほか横浜市立大
学ではまちづくりに関する研究も行っています。また、7社ほどスタート
アップ企業の創業にも関わっています。

菅　私は岡山育ちで、高校時代は特に興味のある分野があるわけでも
なく、地元・岡山大学の工学部に進学しました。ですが大学４年のときに
入った有機化学の研究室が、本当に面白くて。そこから研究に没頭し
始め、修士に進み、留学先のスイスで生物有機化学の領域に初めて出
会って衝撃を受け、バイオの方向に目を向けることになりました。帰国
後、修士を取るとすぐさま渡米して、マサチューセッツ工科大学（MIT）
でPh.D.を取りました。その後、マサチューセッツ総合病院でポスドクと
して自分の研究の基盤になる技術を勉強し、ニューヨーク州立大学バッ
ファロー校でアシスタント・プロフェッサーになり、教鞭をとりつつ研究
を行いました。それからテニュア（終身在職権）を獲得し、同校でアソ
シエイツ・プロフェッサーに。いくつかの機関からオファーがあった中で、
東京大学先端科学技術研究センター（先端研）を選んで帰国し、先端研
の助教授、教授を経て、2010年より東京大学大学院理学系研究科の
教授に就いています。現在、私の研究室は総勢約50人。多様な人材が
集まる場にするため海外からのポスドクも積極採用しており、内15人が
外国人です。ビジネスとの関連では、先端研に在籍中に東大発創薬
ベンチャーのペプチドリームを創業。その後ミラバイオロジクスも創業
し、現在もう一社の起業に携わっているところです。

武部　なぜ先生は米国で研究を続けず、帰国されたのですか？

菅　研究費の獲得、研究計画書の審査、そして米国での終身在職権
「テニュア」の獲得と、米国でやりたかったことは、一通りやり切ったと
いう思いがあったからです。米国の研究者はみなテニュアの獲得をめざ
しているのですが、私の場合はいざ獲得してみると「後は日本に帰って、

クターからといった具合です。特に大学院生は、隣のラボの教授、あえ
て違う領域の教授、職種の違うエンジニアなど、自分のラボの指導教
授以外からも３人のメンターを自由に選ぶことができ、自分の技術の足
りない部分を埋めることができます。多角的な視点からアドバイス
が半年ごとに得られるため、顕著に成長します。メンター側はしっかり
コミットするよう求められており、自分のラボ以外の学生の相手もしない
といけないので、時間や労力を割く必要があるのですが、「君が取り
組んでいるプロジェクトの課題は、うちのこの技術で解決できるんじゃ
ないか」といった、コラボレーションが生まれるきっかけにもなります。
メンタリングの仕組みは若手育成に寄与するのみならず、技術を掛け合
わせ、研究を加速する一つのドライバーになっているのです。あのよう
な研究環境を日本で作れないものかと思います。

菅　私もメンタリングの仕組みは有効だと思っており、文部科学省が
「卓越大学院プログラム」を始めたときに委員の立場から提案し、一部
のプログラムで導入されるようになりました。ただ、卓越大学院でメン
ターとして推奨されているのはまったく違う領域の教授のため、本当の
意味でのメンタリングになっていないのです。やはり同じ領域で違う
研究に取り組んでいる教授のメンタリングが一番効果的なはずなので
すが、指導教授側に自分の学生を隣の教授に見てもらう心理的抵抗感
があるため、違う領域の教授を推薦するような仕組みにしてしまったん
でしょう。

武部　日本ではメンタリングに抵抗を覚える人も多いですし、「隣の
ラボは関係ない」という空気が少なからずありますからね。

――日本のピラミッド型の講座制が若手研究者の独立のチャンスを
遅らせているという議論もありますが、これについてはどのように
お考えでしょうか？

菅　講座制は、教授が雑用を助手に押し付けてばかりだと若手研究者
の芽を摘む最悪なシステムになってしまいます。逆に、知識と情報が
共有された健全な共同研究が成立していれば、講座制は決して悪い
システムとは言えません。日本人の場合、ピラミッド型の中で指導を
受けるメリットもあるのも事実です。というのは、助教クラスでは英語の
論文を書く力がまだ100%と言い切れないことも多い。そういうとき、
より経験豊富な教授からの直接のメンタリングが必要になるわけです。
英語も含めてサポートしないとせっかくの研究成果がジャーナルに掲載
されず業績につながらない、といった日本独特の事情を考慮すると一概
に悪いとは言い切れないのです。

武部　大きな講座になると准教授、助教などミドル層の厚さが問題に
なることはあります。ミドル層という同じジョブレイヤーに居ながら、独立
をめざす人、講座の中で教授の右腕になりたい人、進路がまだ定まらず
メンタリングが必要な人などいろいろなタイプが混在し、そのようないわば

菅　裕明 博士
東京大学大学院理学系研究科 教授

1886年岡山大学工学部卒業、1994年マサチューセッツ工科大学化学科卒業（Ph.
D.）。ニューヨーク州立大学バッファロー校化学科Assistant Professor・同Associate 
Professor、東京大学先端科学技術研究センター助教授・同教授を経て、2010年より同大学
大学院理学系研究科 教授。バイオベンチャーであるペプチドリーム株式会社やミラバイオロジク
ス株式会社の設立に参画。2022年より内閣府総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）議員。
2023年６月、ウルフ財団化学部門賞を受賞。日本化学会会長。専門分野はケミカルバイオテク
ノロジー。

Vol.27



写真・記事・デザイン等の無断転載・複製・転用を禁じます。　Copyright@2024 Lifescience Innovation Network Japan All rights reserved.

Key Person Interview

“機能的多様性”を無視して一律に扱うと歪みや衝突が起こります。僕
自身、日本の大学で講座を持ってみて、マネジメントの難しさを感じて
いるところです。

菅　日本では助手や准教授のポジションが任期付きだったり、昇進が
原則的にない制度を導入している大学もあります。このような不安定
なポジションを存続させることは、研究の質を向上させる上で問題だと
思っています。米国のようにテニュア制を導入し、着任から5、6年程度
で審査を受けることが若手の研究に対するモチベーションを高める
はずです。

活路は、大学の壁を 
取り払うことにあり。

――武部先生から先ほど「コラボレーションが研究を加速する」という
お話が出ましたが、先生が2021年12月に設立された一般社団法人

「ステラ・サイエンス・ファウンデーション（SS-F）」にはそのような
狙いがあるのでしょうか。

武部　その通りです。日本のアカデミアで残念だと思うのは、大学の
講座という壁に阻まれ、壁を超えたコミュニティが存在しないこと。そこ
で信頼できるコミュニティをつくるために設立したのが、SS-Fです。活動
の狙いは、優れた研究者を発掘し、創造性の高い研究に打ち込める
環境をつくることにより、破壊的な発見・発明の持続的創出を図ること
にあります。さまざまな視点や価値観のぶつかり合いが必要なため、世代
や分野を超えた多様性あふれるコミュニティの醸成に力を入れていま
す。例えば菅先生のような輝かしい実績のある研究者と、まだ原石のよ
うな研究者とをインタラクトさせる。そこがポイントなのです。実はSS-F
がモデルにしているのは、僕の独立時に研究費を助成してくれたニュー
ヨーク・ステムセル・ファウンデーションです。同財団は自分たちが資金
提供した研究者を集めたコミュニティを作っており、有名なところではモ
デルナ創業者のデリック・ロッシ、MIT教授でゲノム編集技術の開発者
のフェン・チャン、MITの生化学者・脳神経学者のエド・ボイデンなども参
加しています。毎年２回、彼らと会うのがそれは刺激的で。そのコミュニ
ティから発表された論文が毎年ネイチャーやサイエンスに多数掲載さ
れ、そこから生まれるビジネスも数知れません。尖った人、変わった人、
面白い人を集めると、物事が勝手にダイナミックに動いていく。それを
目の当たりにして、日本にこのやり方を持ち込もうと思ったわけです。
これだけ狭い国土で物理的にも近い距離にいるので、大学の講座の
壁さえ取り払って日本中から研究者を集めれば、面白いことが起きると
信じています。

菅　多様な研究者で議論して、起業をめざすイメージですか？

武部　それもあります。でも起業そのものが目的というよりは、想定し
ていないコラボレーションや、ビジネスの種を生み出すところが大きな
ポイントだと思っています。

菅　同感です。私が今、取り組んでいるCSTIのグローバル・スタート
アップ・キャンパス構想も、閉鎖的な環境の大学をどうやって開かせるか
を考えています。ところが、この面白さと重要性がなかなか理解されな
い。「誰と誰をどこから集めるんですか？」と言われてしまう。

武部　最初から予想できてしまうと、面白くないんですよね。

菅　そう、事務局がお膳立てしてしまっては面白くない。そうでは
なく共同研究のテーマを設定し公募をして、関心のある研究者を

１箇所に集めれば、絶対面白いことが起きるはずなんです。まだ
構想段階なのですが、私の思いとしては、研究者にそれぞれの研究の
目的と不足する知見・技術を記したプロポーザルを提出してもらった
上で、共同研究を行ってもらいます。既存のラボは継続したままで
構わないのですが、大学の壁を取り払った座組みを新たにつくり、
共同研究者同士で議論・研究を進めてもらう。対象は日本人のみ
ならず世界に開かれていて、世界中から優秀な研究者を集めたい
ですし、ビジネスユニットも噛ませて研究成果を社会実装させてい
きたいとも考えています。このコンセプトが理解されないのが、悩ま
しいところです。

――菅先生もご自身で財団を立ち上げられたとこのことですが、そち
らはどのような財団なのですか？

菅　私が個人的に資金を拠出する形で研究費を助成する財団
で、3年前から運営しています。特に宣伝はしてこなかったのです
が、80件程度の応募が集まるくらい、知られるようになっています。
目的は、将来をリードするような飛躍する科学者を見出し、人材を育
て研究支援をすること。「LeaP科学財団」という名称で、LeaPには

「Leading Pioneers」と「leap（飛び上がる）」の意味を掛けてい
ます。特徴的なのは審査方法で、その方法を試したいがために財団
を設立したようなものです。LeaPの審査方法とは、１次審査は研究
計画書を１ページにまとめてもらい、申請者の氏名・所属は非公開で
審査を行います。７人の審査員で点数を付け、１位通過の研究はその
まま２次審査へ。２位以降の研究については審査員全員で議論し、
7〜8件の研究を２次審査に上げます。２次審査では改めて５ページ
以内の研究計画書を提出してもらい、審査員全員で議論し、投票で
３人の研究者を選びます。助成金は1人あたり1000万円。科研費な
ど公的なプロポーザルでは膨大な量の研究計画書が求められます
が、LeaPの提案書では研究計画書のフォーマットもなく、端的にま
とめて書いてもらう。この方法の方が、誰が見てもキラリと光る研究
が見つけられると思っているんです。

武部　毎年3000万円を菅先生がご自分の資金から。すごいです。

菅　幸いベンチャーで成功したので、そのお金を運用しています。お願
いした審査員の方たちはまったくのボランティアなのですが、趣旨を
理解し、喜んで協力してくださっています。

武部　応募条件や研究成果の評価は、どうなっているのですか？

菅　すでに公的資金から支援を受けている研究は対象外で、求めてい
るのは手垢のついた研究ではなく新しい研究です。1000万円は研究
者が自由に使ってもらって構わず、３年後に研究発表は行ってもらいま
すが、失敗しても結果が出なくても構いません。LeaPは、現段階では
既存のラボに対する研究費助成を行っていますが、将来的には先ほど
話したような共同研究を推進するファウンデーションに育てたいと考え
ています。

武部　LeaPと僕らのSS-Fは根底に似た思想がありそうです。どこか
で連携できたら良いですね。

サイエンスをビジネスにつなげ、 
日本経済の発展につなげる

――菅先生も武部先生も、起業に携わっておられます。お二方の中で、
サイエンスを応用したビジネスとはどのような位置付けなのですか。

武部 貴則 博士
シンシナティ小児病院オルガノイドセンター副センター長
大阪大学 大学院医学系研究科 教授
東京医科歯科大学 統合研究機構 教授
横浜市立大学先端医科学研究センター コミュニケーション・デザイン・センター長 / 特別教授

2011年横浜市立大学医学部医学科卒業。同大学 臓器再生医学助手。2013年准教授、科学
技術振興機構さきがけ領域研究者。スタンフォード大学 幹細胞生物学研究所 客員准教授などを
経て、2015年よりシンシナティ小児病院 消化器部門・発生生物学部門 准教授、2017年より
同 オルガノイドセンター 副センター長（現職）。東京医科歯科大学 統合研究機構 教授なども兼
務。医学博士。主な受賞に、2014年 ベルツ賞、2018年日本学術振興会賞、2019年 永瀬賞、
2023年持田記念学術賞、2024年神戸賞。専門分野は再生医学、コミュニケーションデザイン。

菅　私は創薬系なので、基礎研究で薬の開発につながる技術ができた
ときは、常にスタートアップの設立を考えます。なぜなら、研究室で直接
薬を開発するという選択肢は資金面から難しいですし、製薬企業と組む
という選択肢も研究室の本来の役割である論文発表ができなくなるこ
とから、あり得ません。その点、先にスタートアップを設立してビジネス
の部分を研究室から分離すれば、研究室はビジネスからのバイアスが
掛かることなく自由な基礎研究・学術研究を守ることができます。そして
ビジネスの方は、スタートアップが製薬企業などと協業するなりして
成長させればいいという考え方です。

武部　僕は患者さんに価値を提供する仕事をしたかったので、自分の
研究成果が患者さんへの価値になるのなら、スタートアップを作りたい
というスタンスです。尊敬する起業家・久能祐子さんに「インベンション
は飛ぶように、実用化をめざすイノベーションは這うようにやりなさい」
と言われたことがあるのですが、研究と起業の両方を経験してみると
本当にこの言葉が腑に落ちます。インベンションについては、僕は一つ
の研究分野を地道に追究するというよりは、飛び技でも何でも誰もやっ
ていないようなアプローチで取り組んでみて、新しい道が開けてきま
した。それに対してビジネスは、時間をかけて忍耐強くロジカルに進め
ることで自分のビジョンに共感してくれる仲間ができ、先が開けてきま
した。起業のトリガーは、CEO人材とCFO人材の二者が揃って初めて
引けると思っています。まだ菅先生の会社のように軌道に乗ったわけで
はなく、道半ばではありますが。

菅　ペプチドリームは創業者たちで資金を出し合って立ち上げたと
ころ、すぐに製薬会社からの契約が取れたのでうまく進みましたが、
ミラバイオロジクスは昨今の投資の冷え込みから、なかなか厳しく
て。私もかなり投資しているのですが、それでもVCを入れざるを得
ない状況です。日米のVCの違いについて話しますと、米国のVCは
やはり力があります。米国では有名な教授がそれこそ次々と会社を
創業していますが、あれはVCの方からCEO、CFO、CTOまで連れ
てきた上で研究者に起業を呼びかけているためで、そういったVC
によるカンパニークリエイションがトレンドになっています。自身が
会社設立のために動く必要がないので、研究者にとってあのシステ
ムは望ましい環境ですよね。

武部　起業したい研究者は、米VCにコンタクトすれば人材もすぐ
見つかる。スタートアップを作って動かし始めるサイクルが早いで
すよね。ただ、ときに大失敗もある。僕の領域に近い、あるスタート
アップが鳴り物入りで創設されたことがあるのですが、複数のパイ
プラインがあったのにも関わらず４年で解散してしまい、驚いたこと
があります。でも大規模なリストラが人材流動性を担保している側
面もあり、失敗も新たなオポチュニティにつながるのが米国らしい
ところ。実際、僕が作った会社もその企業からリストラされた人材を
採用し、戦力にしています。

菅　人材流動性は重要ですよね。日本のVCについて触れると、研究の
目利きにせよ、人材調達にせよ、資金調達にせよ、まだまだ力不足が
否めません。では米国のVCを日本に呼び込めばいいかというと、彼ら
は作ったスタートアップの本社を米国に置こうとしますから、ある意味、
技術流出と同じで日本にとってはデメリットになってしまいます。日本で
研究とビジネスをつなげるエコシステムをどのようにつくり、どう日本の
経済発展につなげるかは今後の大きな課題と言えます。

――これまでのお話でCSTI やLeaP、SS-Fの活動を通じて、お二方
が日本の研究者育成や科学技術発展のために尽力されていること
がよくわかりました。国や産業界に期待することなどがあれば、お願い
します。

菅　スタートアップが、卒業したての優秀で柔軟な考え方を持つ人材を
採用できない。ここにも問題があると考えています。就職活動が卒業の
一年前に行われる現状のままでは、一年前から予算を組む余裕がなく翌
年の採用枠を決められないスタートアップは、就職先の候補からそも
そも外れてしまいます。一方米国では、卒業して半年間旅行をするなど、
各自のタイミングで就職するからスタートアップにも人材が流入してい
ます。日本の社会的構造を改めるため、経団連とも話し合いを進めてい
るところです。

――最後に次世代研究者へのメッセージをお願いします。

武部　 ぜひ、ご自身の研究の中で、“ぶれ”と“ずれ”を意識してみてくだ
さい。僕はその意識を持つことで、面白い研究ができたと思っています。
自分が行きたい方向の軸はぶれずに持つのが前提ですが、その上で
研究内容は「自分が考えることは誰かも考えている」はずなので、一旦
ぶらす。ぶれた方向に向かうと、その先は自分の専門でない可能性もあ
ります。そういうときに“ずれ”という相対的ファクターが大事になってき
て、例えば別の専門家とか違う業界の人、ラボの技術員などキャリアが
違う人などとの関係性を大事にすることで想像もしないピボットが起き、
それが自分の軸の中でものすごく大きなドライバーになる瞬間が訪れる。
いわゆるセレンディピティですが、いつかジャンプするときが来ると信じ
て頑張ってほしいと思います。
もう一つ、米国の研究者は研究費の獲得のため、時流に乗った研究
テーマに偏る傾向があります。その点、日本には時流からは外れた独自
の研究を続けている研究者が多く、僕はその領域にこそ可能性がある
気がしています。

菅　研究者の中には、基礎研究を論文にまとめたところがゴールだと
思っている方もいます。しかし基礎研究は応用につながり、それがイノ
ベーションにつながるのが自然の流れですから、論文のその先に何が
あるか、次を見通せる研究者になってほしいと思います。また次世代研
究者を導く立場の我々が、そういう教育をしなければいけないと肝に
銘じ、改革を進める所存です。
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「「Blockbuster TOKYOBlockbuster TOKYO」のプロモーターとして」のプロモーターとして
創薬・医療系スタートアップのエコシステム構築を支援創薬・医療系スタートアップのエコシステム構築を支援

スタートアップ支援新プログラム「スタートアップ支援新プログラム「UNIKORNUNIKORN」」
ライフサイエンス系スタートアップの英国・欧州進出を支援ライフサイエンス系スタートアップの英国・欧州進出を支援

■ ■ Blockbuster TOKYOBlockbuster TOKYO（BBT）とは？（BBT）とは？
　東京都が実施する創薬・医療系スタートアップの育成支援プログラム　東京都が実施する創薬・医療系スタートアップの育成支援プログラム
「Blockbuster TOKYO」は、都の掲げる「世界一のスタートアップ都「Blockbuster TOKYO」は、都の掲げる「世界一のスタートアップ都
市・東京」の実現に向け、スタートアップの成長を加速させ、オープンイノ市・東京」の実現に向け、スタートアップの成長を加速させ、オープンイノ
ベーションをさらに促進させることを目的としています。LINK-Jは、CIC ベーションをさらに促進させることを目的としています。LINK-Jは、CIC 
Institute、株式会社三菱総合研究所（MRI）と共に、3社コンソーシアムInstitute、株式会社三菱総合研究所（MRI）と共に、3社コンソーシアム
として都と連携し同事業を推進しています。として都と連携し同事業を推進しています。

■■ UNIKORNとは UNIKORNとは
　LINK-Jは、2023年、東京都が実施する多様な主体によるスタートアッ　LINK-Jは、2023年、東京都が実施する多様な主体によるスタートアッ
プ支援展開事業「TOKYO SUTEAM」の協定事業者に採択され、本事業プ支援展開事業「TOKYO SUTEAM」の協定事業者に採択され、本事業
の一環として、新しいスタートアップ支援プログラム「UNIKORN」を立ちの一環として、新しいスタートアップ支援プログラム「UNIKORN」を立ち
上げました。上げました。
　 「UNIKORN」は、日本国内のライフサイエンス関連のスタートアップ　 「UNIKORN」は、日本国内のライフサイエンス関連のスタートアップ
に対する海外展開の意識を高め、特に英国を始めとする欧州市場を海外に対する海外展開の意識を高め、特に英国を始めとする欧州市場を海外
進出のステージとして利用する動きを促進することを狙いとしています。進出のステージとして利用する動きを促進することを狙いとしています。
都や他の協定事業者と連携しながら、スタートアップの海外進出マインド都や他の協定事業者と連携しながら、スタートアップの海外進出マインド
と、ロールモデルとなる成功例の創出を図ります。と、ロールモデルとなる成功例の創出を図ります。
　2024年2月からプログラムの参加企業の募集を開始し、LINK-J事務　2024年2月からプログラムの参加企業の募集を開始し、LINK-J事務
局と審査員による厳正な書類選考・ピッチ審査の結果、8社が採択されまし局と審査員による厳正な書類選考・ピッチ審査の結果、8社が採択されまし
た。5月22日にはキックオフイベントが開かれ、英国・欧州市場進出に向けた。5月22日にはキックオフイベントが開かれ、英国・欧州市場進出に向け
た支援を開始しています。た支援を開始しています。

プログラム全体スケジュールプログラム全体スケジュール
2-3月　　  2-3月　　  応募期間、応募相談会実施応募期間、応募相談会実施
4月　　　  4月　　　  書類選考、ピッチ審査書類選考、ピッチ審査
5月　　　  5月　　　  プログラムキックオフプログラムキックオフ
6月-10月　6月-10月　日本での支援日本での支援

 Advanced Advanced
メンタリング4回、メンタリング4回、
レクチャー2回、フィードバックセッション2回レクチャー2回、フィードバックセッション2回
 Essential Essential
レクチャー2 回、ピッチアドバイス2回レクチャー2 回、ピッチアドバイス2回

11月　　　11月　　　英国／欧州での支援（BIO Europe）英国／欧州での支援（BIO Europe）
 Advanced Advanced
現地メンタリング＆One-on-one 3回現地メンタリング＆One-on-one 3回

12月　　　12月　　　日本での支援日本での支援
 Advanced Advanced
フォローアップ2回フォローアップ2回

■■ キックオフイベント開催、採択企業8社が登壇 キックオフイベント開催、採択企業8社が登壇
　書類選考・ピッチ審査を経て選ばれた8社の紹介と、プログラムメンター　書類選考・ピッチ審査を経て選ばれた8社の紹介と、プログラムメンター
によるパネルディスカッションが行われ、本プログラムやスタートアップのによるパネルディスカッションが行われ、本プログラムやスタートアップの
英国進出の魅力を発信する場となりました。参加企業登壇者からは、プロ英国進出の魅力を発信する場となりました。参加企業登壇者からは、プロ
グラムに参加した理由として「プログラム参加を機にグローバル化を進めグラムに参加した理由として「プログラム参加を機にグローバル化を進め
ていきたい」といった言葉や、「世界に自社製品を届けるための足掛かりていきたい」といった言葉や、「世界に自社製品を届けるための足掛かり
にしたい」といった意気込みが聞かれました。にしたい」といった意気込みが聞かれました。
LINK-J事務局長の高橋は、「米国ではなく英国進出をひとつのオプショLINK-J事務局長の高橋は、「米国ではなく英国進出をひとつのオプショ
ンとして提供すること、ビジネスチャンスを掴めることを重点に置き、みンとして提供すること、ビジネスチャンスを掴めることを重点に置き、み
なさまの力で良いプログラムに育てていきたい」とコメントしました。なさまの力で良いプログラムに育てていきたい」とコメントしました。

■■ 今後の支援内容 今後の支援内容
① メンタリング／事業開発支援① メンタリング／事業開発支援
専門家・プロフェッショナルによる具体的な海外進出（Go-To-Market, 専門家・プロフェッショナルによる具体的な海外進出（Go-To-Market, 
G2M）プランを策定するためのオンラインセッションと、英国での事業G2M）プランを策定するためのオンラインセッションと、英国での事業
開発／G2M サポートを実施。開発／G2M サポートを実施。

② 展示会参加支援② 展示会参加支援
BIO ヨーロッパへの出展支援と渡航支援BIO ヨーロッパへの出展支援と渡航支援

③ プロモーション支援③ プロモーション支援
LINK-J イベント・ネットワークを介したプロモーションの機会提供LINK-J イベント・ネットワークを介したプロモーションの機会提供
（LINK-J Japan Night への参加、インバウンド人材獲得のための（LINK-J Japan Night への参加、インバウンド人材獲得のための
人材マッチング、政府機関との共同イベント）人材マッチング、政府機関との共同イベント）

採択企業8社採択企業8社
【Advancedコース】3社、順不同【Advancedコース】3社、順不同

【Essentialコース】5社、順不同【Essentialコース】5社、順不同

　2023年と2024年には、ライフサイエンス・ヘルスケア系スタートアッ　2023年と2024年には、ライフサイエンス・ヘルスケア系スタートアッ
プと、スタートアップへの転職や就職を検討している方のためのキャリアプと、スタートアップへの転職や就職を検討している方のためのキャリア
フェアを開催しました。創薬・医療系スタートアップの即戦力となる研究者・フェアを開催しました。創薬・医療系スタートアップの即戦力となる研究者・
経営人材や博士号人材、バックオフィスなどの人材の獲得、またキャリア経営人材や博士号人材、バックオフィスなどの人材の獲得、またキャリア
選択の機会として多くの方にスタートアップの事業内容を知っていただく選択の機会として多くの方にスタートアップの事業内容を知っていただく
場となり、2年間で60社のスタートアップが出展・登壇、計約170名にご場となり、2年間で60社のスタートアップが出展・登壇、計約170名にご
参加いただきました。参加いただきました。

　バイエル薬品株式会社の協力のもと、仮想の大手製薬企業の一員として　バイエル薬品株式会社の協力のもと、仮想の大手製薬企業の一員として
学ぶ創薬開発ワークショップを開催。創薬スタートアップCxOやアカデミア学ぶ創薬開発ワークショップを開催。創薬スタートアップCxOやアカデミア
関係者を対象として、仮想の部署毎に6グループに分かれて製薬開発業務関係者を対象として、仮想の部署毎に6グループに分かれて製薬開発業務
の体験シミュレーションを行いました。実際に大手製薬企業各部署で働くの体験シミュレーションを行いました。実際に大手製薬企業各部署で働く
エキスパートを交えてのワークショップ、インプット、参加者同士の交流をエキスパートを交えてのワークショップ、インプット、参加者同士の交流を
通して、創薬開発に役立つ知識・マインドセットを得る機会となりました。通して、創薬開発に役立つ知識・マインドセットを得る機会となりました。

　薬剤師、弁護士、ITストラテジスト、現役キャピタリストでもある深津　薬剤師、弁護士、ITストラテジスト、現役キャピタリストでもある深津
幸紀 氏より、日本のヘルスケア市場の分析や投資家としての視点を講演幸紀 氏より、日本のヘルスケア市場の分析や投資家としての視点を講演
いただく人気シリーズ。2023年10月～2024年3月まで全6回実施しまいただく人気シリーズ。2023年10月～2024年3月まで全6回実施しま
した。その後、希望者には個別メンタリングも実施しました。した。その後、希望者には個別メンタリングも実施しました。

　VCや弁護士、大手製薬企業社員、コンサルティングファーム社員など　VCや弁護士、大手製薬企業社員、コンサルティングファーム社員など
によるメンタリングを実施しています。2024年には、サポーターの人数がによるメンタリングを実施しています。2024年には、サポーターの人数が
20名以上に拡充しました。ご相談希望の場合は、contact@link-j.org 20名以上に拡充しました。ご相談希望の場合は、contact@link-j.org 
まで 件名【BBTサポーターへのご相談】にてお問合せください。まで 件名【BBTサポーターへのご相談】にてお問合せください。

■ ■ スタートアップのキャリア支援スタートアップのキャリア支援

■ ■ 投資目線からのバイオテク、ヘルスケア市場に関する起業塾投資目線からのバイオテク、ヘルスケア市場に関する起業塾

■ ■ BBTサポーターによるスタートアップ支援BBTサポーターによるスタートアップ支援

■ ■ 創薬開発の流れをシミュレーションできるワークショップ開催創薬開発の流れをシミュレーションできるワークショップ開催

Blockbuster TOKYO Lifescience Startup career fair 2024

創薬ワークショップ@日本橋

株式会社Auxilart
（オキシルアート）

株式会社アークス

株式会社FerroptoCure SyntheticGestalt株式会社

株式会社iXgene

エルピクセル株式会社

ぺプチグロース株式会社

PuREC株式会社

弁護士深津のライフサイエンス起業塾

選ばれた8社、サポーターおよびLINK-J事務局長 高橋の集合写真

キックオフイベントの様子

Blockbuster TOKYO（BBT）
トップページ

BBT SlackコミュニティBBTサポーターページ 公式YouTube 公式LinkedIn UNIKORNの詳細

2023年より、 LINK-Jは２つのスタートアップ支援プログラムの事業者として採択されました。
グローバルに  羽ばたくスタートアップの育成に向けた、様々な取り組みをご紹介します。LINK-Jのスタートアップ支援
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